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Ashcroft Holdings, Inc.の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 
 
当社は、平成 18年 3月 31日開催の取締役会において、米国デラウェア州法人 Ashcroft Holdings, 
Inc.の株式を 100%取得し、完全子会社化することを決議いたしましたので、下記のとおりお知ら
せいたします。 

 
記 

 
１．株式の取得の理由 
当社は、これまで日本国内に製造拠点を置いて、日本及び海外市場で圧力計及び圧力センサ

事業を展開してまいりました。また、超高圧から極微圧までの圧力エレメント・圧力センサ

素子を保有する圧力計測の専業メーカーであります。この度、長年の合弁会社のパートナー

企業であり、世界的なブランド力を持つ Ashcroft Holdings, Inc.の株式を取得することにより、
当社の世界事業展開の実現に向けて大きく前進することとなります。 

 
２．異動する子会社（Ashcroft Holdings, Inc.）の概要 
同社は、2005 年 8 月 22 日に、米国デラウェア州リミテッドパートナーシップである KPS 
Special Situations Fundsが、米国デラウェア州法人 Dresser Inc.から、2005年 11月 30日
をもって、Dresser Inc.の計器事業部門の営業譲渡を受ける為に設立された法人である。 

(1)商号 Ashcroft Holdings, Inc. 
(2)代表者 John McKenna 



(3)所在地 250 East Main St. Stratford, CT 06614, USA 
(4)設立年月日 2005年 8月 22日 
(5)主な事業内容 圧力計、温度計、圧力センサの製造販売 
(6)決算期 12月 31日 
(7)従業員数 約 900名 
(8)主な事業所  アメリカ、ブラジル、ドイツその他 
(9)資本の額 17.5百万ドル 
(10)発行済株式総数 100株 
(11)大株主構成および所有割合 KPS Special Situations Fund Ⅱ, L.P.     48.1% 

KPS Special Situations Fund Ⅱ(A), L.P.  51.9% 
(12)最近事業年度における業績   

  （単位：百万ドル）

 2005年 1～12月期 
プロフォーマベース（*1）

2006年 1～12月期 
予測値 

売上高 106.9 112.6
EBITDA 4.7 11.3
EBIT 1.4 7.2
総資産 53.0 53.0
株主資本 15.7 20.4
（＊１）2005年 11月までは、Dresser Inc.の一営業部門としての管理会計上の数値を使

用。12月分は、Ashcroft Holdings, Inc.としての連結の数値を使用。両数値と
も非監査であり、プロフォーマベースの数値。 

 
３．株式の取得先 
     

(1)商号 KPS Special Situations Fund Ⅱ, L.P.    KPS Special Situations Fund Ⅱ(A), L.P. 

(2)代表者 Michael  Psaros Michael  Psaros 

(3)本店所在地 200 Park Avenue New York 

NY 10166 USA 

200 Park Avenue New York 

NY 10166 USA 

(4)主な事業の内容 投資組合 投資組合 

(5)当社との関係 人的関係及び資本的関係はありません。 人的関係及び資本的関係はありません。

 
 
 
 



４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 
(1)異動前の所有株式数    0株（所有割合 0％） 
(2)取得株式数   100株 
                              （企業価値 55百万ドル） 
なお、企業価値の内訳は、株式取得価額 33百万ドル及び有利子負債のリファイナンシング額 
22百万ドルの予定であります。 
(3)異動後の所有株式数  100株（所有割合 100％） 

 
５．日程 
平成 18年 3月 31日  取締役会決議 
平成 18年 5月 30日（予定） 株券引渡し日 

 
６．今後の見通し 
本株式の取得による平成 17年度決算への影響はありません。平成 18年度の当社連結財務諸表に
おける最終的な影響額については、現段階では未確定であります。確定した時点で速やかにご報

告いたします。 
以上 


